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はじめに

プロジェクトの社会的費用・便益分析の研究

は， 60年代の終わりから7(）年代の中ごろにがけて

始まった（注1)。 リトルとマーリースは， 1968年

にOECDから， Manual,ifIndzヽstガall'roje、;t
Analysis in Developing Countries（以下 OECD

マニュアルと略す）を発表し，それに続いて， 1972年

には， ダスゲフ゜夕，マーゲ I)ン， センが UNID()

から Guidelinesfor Project Evalvation（以下

UNIDOと略す）を発表した。さらに，リトルとマ

ーリースは， 1974年に OECDマニュアルの改訂

版として l切りectAppraisal and Planning for 

Developing Countries（以下LMと略す）を発表し

た。それ以来，世界銀行， OECD,UNif)(）等の国

際的な援助機関（注2)が中心となって応用上の研究

が発表され，いくつかの間題が解決されつつあ

る。最近では，理論上の精緻化も徐々にではある

が進んでいる（注3)。

わが国でも，国のいくつかの援助機関を中心と

して，プロジェクト評価の理論の紹介がなされ，

実際上のプ゜ロジェクトにも問題点をふくみながら

も数多く適用されつつある（注4)。

本稿では，わが国ですでに紹介された内容を繰
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り返すので（まなく，理論＿l：あるいは応用l:.しばし

ほ混乱を招いているいくつかの論点に焦点を絞

り，可能な限り統一的な視点と共通の枠組を用い

て，プロジェクト評価の分析枠組の目的，特徴，

柑違点お、［び共通点を明らかにしたい。

議論の進め方としては，第 1に，プロジェクト

謹価の主要な 3種類の分析である財務分析，経済

分析，社会・経済分析を取り上げ，プロジェクト

II,r価におけるそれぞれの分析目的および相互関連

を明らかにしたい。第2に，経済分析に焦点を絞

り，主要な分析手法である UNIDOとLMの二

つの異なった分析枠組を，共通の分析力怯で整坤

しながら比較，検討したい。最後に，プロジェク

卜評価がかかえるいくノ）かの間題とその解決のた

めの展望に若干検討を加えたい。

本論文で中心となっている経済分析の議論によ

って得られた主要な結論を先取して述べておこう。

(1) UNIDOとLMは，両者とも費用・便益の

典型的な方法論にもとづいた分析枠組である。

(2) UNJOOと LMの分析枠組の違いは，分

析上の前提と背景の違いによる。

なお，プロジェクト評価のなかで本稿で十分取

り上げることができなかった重要な二つの論点が

ある。それは， UNIOOとLMのシャドウ・プラ

ィスと所得分配に関するベラメーターについてで

ある。本稿の性格上，ここで論じる問題点よりは

混乱が生じにくいと思われるこれら二つの論点の

議論は避け，それらの基礎になる分析枠組の議論

に，より多くのスペースをさくことにした（注5)。
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Ⅰ　財務分析，経済分析，社会・経済分析

(/1: 1) Little, I. M. D.; J. A. Mirrlees, Mamzual 

of Industrial Project ilnalysis in Developing 

Countries, 第2巻， バリ， OECD Development 

Centre, 1968年； Dasgupta,P.; S. Marglin; A. Sen, 

Guidelines for l'roject l如•ualuation,,―ューヨーク，

UNIDO, 1972年； Little; Mirrlees, Project Ap-

pmisa/ and Planning Jin・ I>,,1•elopinf;f Countries, 

Iン， ITeinemann, Iり74年。

(IE 2) OECD, UNID()の出版物のなかには，プ

P シェクト丼価に関述した当物がいくつかある。また

Illー'l，'銀行で兌／ I.こしヽ るスクッフ・ワーキング，、●-ベ

ーのなかに：t放知<C・＇）フ，；ン t クト呼価に関係した論

文がある。

(/I 3) 以―I、I'参照。 Dasgupta,P.; J. Stiglitz, 

‘‘l丸nefit-Cost Analysis and Trade Policies," 

Journal of Political Economy,第82巻第 1>J-, 1974 

"I I JJ / 2 JI ; Hlitzer, C.; P. Dasgupta; J. Stiglitz, 

"Project Apprc1iヽaland Foreign Exchange Con-

straints," The Economic Journal,第91巻第361号，

1981'I 3月； ¥Varr,P. C., "Shadow Pricing, 

Information anti Stability in a Simple Open 

Economy," Quarterly Journal of Economics,第92

荏第 1号， 1978年2月： Warr, "Shadow Pricing 

Ruleヽ for Non-Trade Commodities", Oxf,,rd 

Economic Paf>ers, 第:14::i:第 2け， 1982年7月；出

近ヽ ｝＇＇治「開発プロジ-クト評価におけ？）シャドウ・プ

ー＇） （ス」本ii:t'P(1,o 

（注 4) たとえば海外経済協力某金「開発プロジェ

クl、経済評価マニュアル」（内部資料）1978年3月；国

際協）Jii=業1、JI Iフロジェ ',J 1の経済分析，評価の調在

研究」（内部咬料）第 1巻 (1977年）， 第2巻(1978年）

を参照。

（小5) こレ＇）．つの論点に関しては，別稿で 1リlらか

にrる。吉川竹教「プロツェクト評価におけるノャトそ
ウ・プライスの比較研究」未発表。

I 財務分析，経済分析，社会・経済分析

プロジェクト誅価には，財務分析 (financial

analysis)，経済分析 (economicanalysis)，社会・経

済分析 (social心onomicanalysis)の3種類の分析

がある。本節では，この 3種類の分析目的，韮本

プロジェクト評価の分析主組の検討

的な分析視点，相互の関係を明らかにしたい。指

摘するまでもなく， 3種類の分析には，それぞれ

独自の分析目的があり，それらの分析の間に優劣

の関係があるわけではない。

いま，計画されているフ゜ロジェクトに，いくつ

かの異なった経済主体が参加すると仮定しよう。

-「業プロジェクトの場合にば投資家，融資を行な

う銀行，補助金を出したり税金を徴収する政府，労

働者，顧客等が同ー＾プロジェクトに参加する異な

った経済主体と考えられる。公共プロジェクトの

場合には，フ゜ロジェクトの開発主体，利用者，補助

金を出す政府，そこで慟＜労働者等が考えられる。

1， 財務分析

財務分析とは， 一般的に，ある経済主体がプロ

ジェクトに参加することで得る私的な収入と，そ

のための支出を分析することである。この分析で

は，多くの場合しばしば歪んだ市場価格にもとづ

いた “withproject’' と ‘‘withoutproject" との

比較において，プロジェクトの収入と支出が計算

される。そして，同一のプロジェクトに参加する

経済主体の間でも，主体間によって，収人と支出

が異なってくるのが将通である。そのために，財

務分析は，原則的には各参加主体ごとに分析され

なければならない。

さらに，財務分析の目的も，参加する主体の性

質によって異なってくる。工業7゚ ロジェクトの投

資家，銀行，農業プロジェクトの農家，のように

私的な利益を追求する主体は，財務分析で投資効

率性や収益性を分析する。他方，政府や公共プロ

ジェクト開発主体のような私的利益を追求しない

公的な主体は，開発費用，費用負担，租税と補助

金の収入の増減等の分析のために，財務分析を用

いる。それゆえ，財務分析の目的を，（1）私的な主

体のための分析，（2）公的な主体のための分析，と
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いうように大きく二つに分けて芳えた方が理解し

やすくなる。

さて，実際のプロジェクト評価では，参加する

すべての主体に関して財務分析がなされるわけで

はない。工業プロジェクトの場合には，投資家の

立場からの分析が主であるし，公共プロジェクト

の場合には，凋発主体の立場からの分析が多い。

通常，各プロジェクトで中心的な役割をはたす主

体に関してのみ明示的な分析がなされる。重要な

役割をになう参加主体はプロジェクトの種類によ

って異なってくる。そのため，財務分析ではプロ

ジェクトの種類によっておのずと適用方法が違っ

てくる。しかしながら，某本的な分析枠組は同一＂

である。

2. 経済分析

プロジェクト評価は， ミクロな分析であるが，

そのミクロな分析のなかにいかにして途上国全体

の経済計画や国の視点を取りこむか，といった重

要な問題がある。この点を分析しようとするのが

経済分析である。分析の対象は，財務分析と同一-

のミクロなプロジェクトであるが，一国の経済と

いうマクロの視点から，投資の効率性を分析する，9

その際，フ゜ロジェクト評価者は，国のマロクな

経済状況，経済計画，貿易政策をひとつひとつ参照

しながら，プロジェクトを評価するわけではない。

極端ないい方をすれば，評価者はマクロな経済状

況を知らなくても，マクロな視野で分析すること

ができる。このことを可能にしたのが，シャドゥ・

7゜ライスである。シャドウ・フ゜ライスという用賠

は，本来数理計画法で用いられた。それは，最適

解を解いたときに得られる資源制約条件に付与

される限界価値を意味する。フ゜ロジ丁＾クト評価で

も，概念的には同一の意味で用いられる。ある国

の経済ンステムが最適な資源配分を行なったと
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ぎ，個々の財に対する限界的な価値が得られる。

プロジェクト評価でもそれらを，シャドゥ・フ゜

ライスと呼ぶのである。もしも，ある国のマクロ

な経済状況と経済計画を十分に表現したシャド

ウ・プライスが推定できれば，プロジェクト評価

者は，国のマクロな経済状況や経済計画を参照す

る代わりに、推定されたシャドウ・プライスを市

場価格の代わりに利用すれば，その国の視野にす、

ってプロジェクトの評価が可能となる。

この若え方を少し進めて考えれば，プロジェク

卜評価の経済分析は，次のような分権的な計画フ゜

ロセスの一つになることが理解できる。いま，経

済計両行とプ゜ロジェクト評価者の 2人が， この計

両フ゜ロセスにいるとしよう。経済計両者は，マク

ロな視野から各財のシャドウ・プライスを整合的

に推定する。次に，プロジェクト評価者は，経済

叶画者が推定したジャドウ・フ合イスにもとづい

て， ミクロな投資評価を行なう。その際， ミクロ

な情報を知らない経済計両者が，シャドウ・プラ

イスの値を恋化させれげ、 ミクいな投資決定を変

えることができる。したがって，計画者は， ミク

ロな意思決定に関する情報を持っていなくても，

シャドウ・プ゜ライスの値を変化させることによっ

て， ミクロな意思決定をコントロールしているこ

とになる。他方，マクロな経済計画を知らないプ

ロジェクト評価者が，シャドウ・プライスにもと

づいてミクロな決定を行なえば，その決定は，経

済計両者が望んでいる経済計画やマクロの視点に

おける決定と一致するであろう。 ..... 
このように考えれば，経済分析は，部分的な情

報しか持ちえない 2人の人間（経済叶画者は国全体

のマクロな帖報しか所有していないし，プロジェクト評

価者は個別の投資に関する情報しか所有していない）

が同一の目的を達成するための，整合的な決定を



Ⅱ　財務分析

行なう 2段階の階層的な経済計画ジスデムと苔え

るごとができる国1)。

さて，経済分析は，いくつかの異なった主体の

寸賜でなされる財務分析と違い，分析の視、1!,(it-

つで，国の立場である。しかし，経済分析と財務分

析には，ある柿の某本的な関係がかろ。それば，

主体ごとになされた財務分析の結果にもと /5い

て，すべての主体について財務分析の和を取った

ものが経済分析になる， という関係である旧 2)。

経済分析で，この関係を直接利用するには，プロジ

ェクトに参加するすべての主体について，財務分

析を行なわなくてはならない。実際の経済分析で，

この関係を利用して分析するのは大変な作業量に

なるので，通常，プ゚ ロジ T クトの代表的な］ないし

2主体の財務分析の結果をもとにして分析する。

3. 社会・経済分析

社会・経済分析では， ミクロなプロジェクトの

投資効率を一国の資源配分の立場から分析するだ

けでなく，プロジェクトが所得分配に与える影警

をも分析の対象としている。所得に与える影響を

(1)同時点における異なった所得階層の人びとと，

(2)異時点間における人びと，の二つに分けて拷え

る。前者はいわゆる普通にいわれているところの

所得分配の問題であり，後者は世代1h1における所

得の分配問題である。

前者の分析には，参加t｛本ごとになされた財務

分析の結果を利用する。前者の社会・経済分析

は，宅体ごとになされた財務分析に調整を加え，

それに所得階眉に応じたウエイトで加重平均す

る。経済分析では，すべての参加主体に関する財

務分析の結果を必ずしも必要とはしなかったが，

社会・経済分析では参加主体の財務分析の情報が

すべて必要である。

後者の世代間の所得分配に関しては，現在の消

プロ：ノェクト評価の分析枠組の検討

代1ルヒ°ーと将来の消費1ルヒ゜ーの価値をいかに

して評価するか，という問題である。ここでは

詳しく論じないが，基本的には，社会的割引率

(social mt(、ofdiscount)を用し、て将来の消杓を割引

く方法が取られる（注3)。

以上，簡叩こ 3挿類の分析の分析目的・＇冴廿互の

関連性を述べた。以下の節では，財務分析と経済

分析について詳しく論点を明らかにしたい。

（注 l) tり詳しくは以―卜を参照。 McCuire; 

Radner編， Derision and Organization, North 

Holland, 1972年； Hurwicz, L., "The Design of 

l¥1echanisms for Resource Allocation," 11meriran 

Eronomic lむview,第63巻第 2サ， 1973年 5月。

(if. 2) この関係についてより詳しくは，本誌の

「プロ／・クト謹りIii入l"I」の古，付を参照。

Cl!: 3) ，出しく ItDasgupta; Marglin; Sen,前掲

1t, 可l131位および Little; Mirrlees, Pro.feet AJ>-

f>rai.sal-・・ ・ ・・，策13, 14が参照。

II 財務分析

前節で指摘したように，財務分析はフ゜ロジェク

トに参加する経済主体ごとに行なわれる。その目

的は，前述のとおり (1)私的な主体のための分析

と，（2）公的な主体のための分析，とに分けて考え

た方が，混乱が生じにくい。

私的な経済主体は，投資効率追求のために分析

を行なう。工業フ゜ロジェクトなどの投資家，プロ

ジェクトに融資する銀行，農業フ゜ロジェクトの農

家（注1），いずれの場合も投資効率の分析が主たる

目的である。ただ，銀行の場合には，融資によっ

て得る収益よりも，その収益を保証する第 1の条

件である返済可能性の方がより重要であるため

に，もっばら返済可能性に関した分析に直点がお

かれる。

他方，公共プロジェクトの開発主体や政府は私

的な収益性を追求する主体ではないため，財務分
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析を私的な主体とは違った目的に利用する。政府

は，財務分析で，当該フ゜ロジェクトからの租税収

人と補助金等による支払を分析する。純収入が負

(])ときには補助金の支出を意味するし，正のと

ぎには相悦にtる収人州を意味する。主た．公共

7゚ロジ、 E クトの間発七体は，―fnジr クトの投用，

その投）廿リ）t叶li)j法（補助金やfll}|l者から徴収ナる

使叫‘f金）．そ 0)他の資金調逹手段の分析を行な

ぅ。さらに政府や公的な主体があるフ゜ロジ r.ク

トを推進したいときには．デロジ 1→クトに参加す~

るt休ごとになされた財務分析を利用すれば、財

務分析は各じ体を積極的にフ゜ロシ、 rクトに参加さ

せるのに必源なインt"ンティプ0)分11i「穀，J_.して

も利用できるけI2)。

ところで．私的な投賓の収益ヽ性を 1’l]断する 0)

に， IRR(internal rate of return，内部収益ギ）， NPV

(net pr<"ヽentv:ilue,象,[現在{illiil{i)，BICrati(l (I)Cll(,h1 

{•oヽt ratio．便益・杓用lt和）の指椋が）tl̀  v‘ られる，冒

tた．公的なt体でも．白金調達手段の選択のた

めに詞 L` 指椋がしばしば利用される。

本論文ではこれらの指標の関連性や問題，点にI財

しては論じないが，私的な経済主体が行なう財務

分析で混乱が生じやすい論点をてつだけ論じてお

。
入
ノこ

第 1の間題，点は 自己森本に対する NPVや

IRR (IRR on the equity)を計算するのか，それと

もプロジェクト自体（より正確にいえば，令額自己資

本を用いていると仮定して得られる）に対する NPV

や IRR(IRR on the project)を計算するのか，とい

う問題である。投資家や農家が究極的に投資決定

の判断材料に用いるのは， 7゜ロジェクト自体に対

する指襟ではなくて，自己資本に対する指棟であ

るから，限本的には，自己資本に対する NPVや

IRRを計窮すべきである。しかしながら，財務分

析卜のステ、Jプ゜としてはプロジェクト自体の収益

性を示す指標をまず最初に計算すべきである。な

ぜならば，プ゜ロジェクト自体に関する収益性の指

栖は．プロジェクトの資金調達方法とはまった＜

独ヽゲした指標であり， この指様の良し悪しは、

デロン‘rクトの収益性のみによって決主るかf)で

あるりまた，当該フ゜ロジェクトで選択すべき｝臼金

調達の方法は，実はプロジェクト自体の収益件を

示すこの指標によって決定される。いいかえると，

低金利(1)資金を利用してレバリ・‘Jジ・イフェクト

(leverage effect)を得るには、プロジェク 1、自体の

収益件を示すIRRよりも低い利子(1)資金を用いな

ければならないため第 1に必要な情報は，自己貸

本に対するIRRではなく，プロジェクト自体の収

益性を示す IRRである。自己資本に対する IRR

は、貸金調逹選択0)結果得られる数値であり，そ

れはデロジ t クトの収益性と資金調達方法の両方

に依存した値である。

第 2（り問題は，近年わが国で急速に沖日をあ＇三）

めつつあるカントリー・リスクの議論である，，ブ＇

ロジてクト評価の立場から， これらの議論にコメ

ントを加えたし、。ここでいうカントリー・リスク

とは， 7゜ロジェクトにともなう固有の I)スクとは

異なり， リスク要因が途上国の政策変更，外貨準

備不足、政治的な間題など 0)ような個々のフ゜ロ

ジェクト以外の要因によるものである。現象的

には，送金が不可能になったり、返済繰り延べ

(rescheduling)が行なわれたりする。現状では，こ

れらの問題に対して分析が十分にされているわけ

ではないが，カントリー・ l)スクで論じられてし、

る多くの問題は．財務分析0)範略にはいる。

その代表的な問題は，プロジェクトの海外投責

にともなう l)スクの分析や，銀行による 7 ロ゚ジェ

クト融資にともなう l)スクの分析である。拍本的
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Ⅲ　経済分析

には，先進国における投資家や銀行などの私的利

益を追求する経済主体が，途上国に投資を行なう

ときに発生するリスクの分析である。その分析の

視点は，先進国における私的投資t体という意味

での一つの財務分析の視点である。ただ，この種

の間題の特徴は，（1）個別 (1) プロジ「クト• IJ /、ク

（ミクロなリス ’1）が，（2）特定の途」:.I£l固有のマク

ロなカントリー・リスク要因に大きく依存してい

る、1ばにある。飼々のプロジェクトヘ投資するか否

か，あるいは融資するか否か，を決定するには，

(1)の個々のプC ロジ t クト (l)ミクいなリスクに閃す

る怯報が必吸である。しかしなから，海外け1.3ゃ

わが国でさかんに論じられている内容は，もっば

ら，（2）の特定途ヒ国のマクロ的なカントリー・リ

スクであり，（1）の個々のプロジェクトのリスクそ

のものではない。その狸由は，第 1に，現状では(2)

の特定途上国のマクロなカントリー・リスクの要

因分析すら十分に行なわれていないこと、第2に，

特定11」のマク I1 ・カントリー・リスクが個々 (I)プ

ロジェクトのミクロ・リスクに等しいという，問

題をふくんだ賠撚の前提(l)もとで論lられている

ためと思われる。

いずれにしても，先進国側の私的な投資主体と

いう視点から個別フ゜ロジェクトのミクロな l)スク

を分析するためには，第 1に，（2）の特定の途上国

固イi0)マクロ的なカントリー・リスク要因の分析，

第 2に(1)の個別のプロジェクトのミクロなリスク

と(2)の特定途＿l-国のマクロなカントリー・リスク

の関連性を明らかにし，その関連性を利用してミ

クロなリスクの推定を行なわなければならない。

最後に，投資t体は，（1）によって推定された収益と

リスクにもとづいて，ボートフォリオ・セレクシ

ョン流の収益~とリスクのトレード・オフ関係から，

投賓フ゜ロジ t クトの選択を行なう。

プ1？ンェクト評価の分析枠組の検討

カントリー・リスクの分析を行なう際にも，以

上のような分析枠組を十分若慮しながら，分析視

点を明確にした議論が必要であろう（注4)。

（注 1) |njじ農家といっても， より正確に＇，ヽ えば，

小作人， r1作股，地主といった1iii家形態によって，同

ーのプロジェクトから受ける金銭的な収益がり見なるこ

とがも＇二咋に社欠・経済分朽叫粁や実際 Iり応用し――

ば． こいこ）ーを十分ぢ訳しなし：ればならなt‘0

（注2) プロシェクトの種類によって財務分析の利

;1J 方法か、＇ろしヽろ，＇），＇［なってくろ。詳しく~ I i,li llI今f教

「プロ/',-1Jト評価にわける応Jll」．の諸 1::1距：こつし、

て」（『経済と貿易』第139号横浜市立大学経済研究所

1983年］（）月）を参照ざ 1したい。閃空プロジ-T. IJトの財

惰分析L:IYI iてば，本，，長の吉FLL論文を参照バれたい。

(/1:3) たとえばGoodman,S. H.編， Financing

and R層；JIDmrloj)I.ng Colintries，二，一，マーク，

Praeger, 1978年を参遁冗

（注4) 詳しくは，このような問題意識にもとづい

て分析をがた~ったキ 111 押教「途上国における債務返済

叩り延へ[1じ）統計fl'J分析」（内部府料）同防I:ll梵センタ

-- 1983年7月た参照，

m 経済分析

UNIDOとLMの分析枠組を論じる前に，まず

第 1に両者に共通した一つの爪要な考え力を指摘

したい。両者の間には，ニュメレールの違いや分

析の対象としている背景の違いからくる前提の相

違が確かにある。しかしながら，両者が用いる費

用・便益分析の典型的な分析方法に，これらの相違

点をこえた共通点がある。すなわち，両者ともプロ

ジェクトの便益を需要関数から導びかれる消費者

の‘‘willingnessto pay"で便益を測定し，費用を供

給関数から森びかれる費用で測定する。いいかえ

ると，当該フ゜ロジェクトの純便益は，消費者余剰

と生産者余剰の和になる（注1)。IINID()で：ま，後

で論じるように，便益を消費者の “willingnessto 

pay’'で測ることが説明上しばしば出てくるため

に，費用・便益分析の典型的な接近法を用いるこ
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Ⅳ　UNIDOの分析枠組

とは明らかである。しかしながら，第V節で論じ

るように， LMも基本的には，プロジェクトの純

便益を消費者余剰と生産者余剰の和で測定してい

る。ただし，この点に関してLM自身が必ずしも

明確に論じているわけではない。

以上のように考えるならば，経済分析の作業の

多くの部分は，当該フ゜ロジェクトから生じる消費

者余剰ど生産者余剰を，旧の資源配分の効率竹と

いう視点から推定，分祈していることになる。と

ころで，プロジ 7ークトは，通常，国仝｛本の供給駄

からみればマージナルな数量しか生産しないの

で，当該フ゜ロジェクトの消費者と生産者の余剰の

推定では，需要・供給両間数全体(I)形を知る必要

はない。当該プロジェクトの便益と費用の推定に

は，プロジェクトによって弯化するであろう供給..................... 
量の範囲内における需要・供給両関数の情報のみ

が必要となる。また，実際のプロジ、，クト評価で

は，費用・便益分析のこの＇諮要と供給両関数の推

定に対応した作業をどこかでやっているはずであ

る。プロジェクト評価の価格・販光数量の予測と

それにもとづいた経済評価は，需要関数の推定を

行なっているごとに対応するし，財務分析におけ

る費用項目の推定とそれにもとづいた経済評価

は，供給関数の推定に対応する。

以I・・，典型的な費用・便益分析の大きな枠組か

ら， UNIDO, LM両者に共通した経済分析の方

法とその分析作茫を概観してきた。この概観によ

って，（1)UNIDOとLMの両者が共通に用いる

方法と，（2）経済評価の分析作業，の多くの部分が，

費川・便益分析上の需要と供給両関数の推定に対

応することが明らかになった。以下の節では，

UNIDOとLMの分析枠組を明らかにしよう。

（注 1) Mishan, E. J., "What is Producer's 

Surplus ? ", American Economic R四 iei,)，第58巻

1968年。この文献の指摘にもあるように，生産者余剰

という用語は正確ではない。しかし，本稿では通常用

Iヽ られているこの用，，呑で議論をすすめる。なお経済分

析では，便益の分配問題：ま分析り）対象とはならず，粕

行者余剰と牛産者余剰の両者の和のみが分析の対染と

c
 

る
•K ;
 
i
 

IV UNIDOの分析枠組

UNIIX)の分析枠組を以下の上うな原珊 I,II, 

IIIというかたちでまとめる。

[UNIDOの原理IJ ニュメレールに消費者の

"willingness to pay"を用い，すべての財・サー

ビスを，このニュメレールで評価する。

この原理を少し説明しよう。消費をニュメレー

ルに選択することは，すべての財・サービスを，

国内における消費者の消費の増減を通じて評価す

ることを烈味し， UNIOOの評価主体が，消費者

であることを意味する。国内に消費財を供給する

プロジェクトには，この原理を直接適用できるが，

UNIDOでは国内の消代を増りllさせない輸人代替

プロジェクトや輸出財を生産するプロジェクトに

も，この原理を適用する。詳しいま原理IIで論じ

るが，このような場合はこの種のプロジェクトの

便益である節約した外貨あるいは獲得した外貨に

.tって，国内の消費がどれだけ増加するか，を分

析する。すなわち獲得した外貨あるいは節約した

外貨によって増加するであろう国内消骰でもっ

て，そのプロジェクトを評価する。

ruNIDOの原理IIJ 当該フ゜ロジェクトの“with"

と “without"の比較において，その財・サービ

スの国内総供給量が増加したか否かを窮 1に判断

し，便益を以下のように評価する。

条件（1) 国内の総供給量が増加したとき， 2種
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プロジェクト評価の分析枠組の検討

第 1図 UNIDOによる便益の評価方法

附）Jllするとき： willingnessto pay 

1,、llJ..]J)，乍忍、f:J!,糸(;ft,:.
1 輸出 の増加：獲得した外貨

ーム定(/)とさ -i--•~輸 人 の 減 少：節約された外貨

一国内プロンェクトの代竹：節約された生産翡IH

類のケー人が杓えられる。すなわt,'(i)その財・サ

ービスが消費財のときには消費者の “willingne,s

to pay", (ii)中間財のときには生所者の“willing-

ness to pay", をそれぞれ(/)便益とするし

条件(2) 国内の総供給量が一定のときには， 3 

種類のケースか考えられる。すなわち，（I）輸出址

が州加するときには獲得した外貨，（ii)蛉入量が

減少するときには節約された外貨，（iii)国内のプ

ロシェクトが代替されたときにはその節約された

生府：費用，をそれぞれの便益とする，9

料理IIの内容を補足的に説明しよう。第 1図

は，このI原理を要約したものである。

はじめに，条件(1)を説明しよう。プロジェクト

の産出物か，消費財かあるいは中間財かによって，

こ0)条件を二つに分けて論じる。

(i)消費財：消費財の国内総供給量が “with’'と

"without"の比較で増加するときには，原理 Iか

ら泊‘lじ者の増加した “willingnessto pay’'が使益

となる。いま，①買い手独占でない②割当制限

やその他の制限がない，③プロジェクトの産出量

がl9分小さい（したが，，ス産出駄がrli場価格に影烈［し

ない），の 3条件が成立するときには，その消費財

の市場価格が ‘‘willingnessto pay’'となる。した

が、)-c'その財(})便益は市場価格となる。①，②,

③の条件のうち，いずれか一つでも条件が成克し

ないときには，市場価格が ‘‘willingnessto pay" 

とはならない(})で（注1l, W;；要関数を推定して

"willingness to pay’'を測定しなくてはならない。

(ii)中間財：中間財0)供給鼠が当該フ゜ロジ J ク

トによって増加したとき，原則的には，その中間

財の供給によってもにらされる消骰財の増加 (t

り正確にいえば．泊費の賠加から得られる“willingness

to pay’')で，その中間財を評価しなければならな

い。しかしなから，この推定プロセスは大変複雑

にt戸るので，究極的な消費財の増加に対する中間

財0)貢献価値を，その中間財に対する生産者の

"willingness to pay"でもって近似する。次に，

中間財0)市場価格が “willingnessto pay"になる

か否かは，消費財の場合と同様の議論が成立す

る。一｝なわち，中間財市場が．①，②，③の条件

と，④生廂者が，消費財市場で売り手独占でな

ぃ．の 4条件を満たすとき，中間財の市場価格が

"willingness to pay"となるので，その使益にrlj

場価格を利用する。①～④の条件が成立しない

ときは，中間財の需要関数から直接，生産者の

"willingness to pay"を推定しなければならない。

次に，条件(2)を説明する。 “with"と“without"

の比較で，国内の総供給量が一定のときには，そ

のプロジェクトによって直接的に国内の総消費が

増加することはない。いいかえると，国内の泊費

者あるいは生産者の “willingnessto pay’'は，

変化しないのである。そのため，便益を測定する

には， ‘‘with"と“without"の比較で（国内の｛共糸合

址以外の）変化したとごろに注目しなくてはならな

い。それらが，輸出の増加，輸入の減少，プロジ

ェクトの代替である。

(i)輸出フ゜ロジェクトの場合には，粗便益は獲

29 



得した外貨である。Lり正確にし、えば，そ(/)使益は

獲得した外貨を讃在外貨交換率 (shadowexchange 

叫 C)（il2)を用いて，外貨に対する1肖貨者の “will-

ingncss to pay"で評価したものである。この{lれ

は，獲褐した外貨を通じて，究極的に得られるで

あろう1tl内の泊費増加に対する泊費行の “will-

ingncss to pay"である。

そU)他の公種類のケース，（ii)輸人代杵と(iii)プ

ロジェクト U)代替の場合では，当該ブ＇ぃジェクト

によって囚内の供給拭が変化することはなし、か，
..... 
供給の力払か変化したケースである。輸人代替フ

ロジェクトは，輸人が新たに国内生産に取って代

j)られた例てあるし， 70ロジェクトの代替では，

Iり内の古し・、 /'1.1ジJ クトが9li該プロジェクトによ

）て代杵された例である。両者とも，直接的に1.k|

内供給埜の州）J|lをもたらすプロジ）クトではな
．．．． 

く，両者U)経済効果はともに骰用節約である， lliI

行の輸人代替プロジェクトの費用節約は外貨であ

り，そd)｛史益は，節約した外貨を泊費行の “will-

ingncss to pay"で，沖価しに値である(iij)。後者・

(I)代枠7゚ ロジニクトの場介且， ＇l丑栢性の低し、古い

ICロジェクトが新しい当該プロ、>.Tクトに代わら

れたケースであり，粗便益は古い生i笙四川である c

ここで，少し(iii)の代替デロン ・Lクト 0)使益l!）

’̀叶|Ii方法を高しよう。厳密にし‘え,:t,(ii j) cJ)便益

を代川節約とする[JNII)（） 0)この）り直は， 一般的

には必すしも化しくなし、。なぜなrJi t，費rtl節約

か行な」）れると， 1|i場価格がドかり， 91,;'梃関数か

.)|：弾｝J的でな¥,‘|i1iり，必然的にそれに l..，＇て供給

闊の増加かもたらさ4Lるからである。したか.'て，

(iii)の国内の費Jji節約のケースは，結果的には，

供給贔の増加をもたもす(1)のケースになる。第 2

図は， このことを示した0 新， 1日の供給曲線をそ

れぞれふ Sとふ'S'とし，両者とも社会的な費用

且
↑
A
9
,

｀
 

｀ゞI

I' 

,
I
 s
 

第 2 図国内d)費川節約プロ ✓、」クト

ゞ

り` 1
P
 

ー、vメ,'‘ 

｀
 

）
 ィ＇`

で測正されてし、るとしよう。義論を簡単化するに

め，こ(!)|lt界には租悦かないと仮定する。 UNll)0

のし、う伐用節約はふRt'ふ'(})部分であるか，費

)|l節約J)結果，供給駄も増加する(})で，純仙益は

ふ1(t''、!1'(}）費川節約部分と供給駄増加にともなう
消費者と生産者の余剰部分(l)RR'tである。 L;NI

l)｛）がし、う費J廿節約部分か純使益となるために

は，揺要曲線か非弾）J的なことが必要である。そ

(/)とさには，市場価格か l'から l” にドか-)-c 

も，＇，；；；要屈は Qい）主まである(})で，費川節約i『;-I；分

ふRt'ふ＇か純使益となる。

翡4廿節約に関しては，公共プロジ ---'}ll、なと ti)

利ltl行の使益の推定ではしはしは市場仙格で測走

された費用節約か用し、られる。ここで噌なせiii場

価格で測られた節約費用が使益となるかを少し晶

町しよう。し、ま，新しし、公共ゾロシ‘,-L クト；こよっ

て， 1|i場価格か 1’ から l” にドかったとし上う も

し、和川］行の社会的貨用か，近似的に利用者か支

払う 1|i場仙格に筈し、し、と仮定すれは、生虻打余剰

（この場合には，利用者イコール牛性者であるか）は

ゼロとなり，純便益は，消費者余剰の部分(/)みと

なる。消費者余剰の増加部分は，価格て測）た貨

I廿節約部分 I>Rtl” と供給量増加による余剌 RtR'
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プロ；ェク l、99ギ価の分柘枠社lの検，；、t

第3函 UNIDOによろ費用の評価 jJ法

マ定のどき： willingnessto pay 

[1」内の総供給凪，＿
口―輸入の増加：使用した外貨

ー増JJIllーるとき一ー ー輸出の減少：失われた外貨

の和となる。利Itl者の純便益は，この二つい部分

の和である。とらに，利用者の符洟判h線が非弾力

的であるとき，消費者余剰部分は，市場価格による

節約部分 PRtl''と等しくなる。したがって，公共

プロジェクトの利用者の便益が，実際のプロジェ

クト，ボ価でしはしば利用されている市場価格によ

る節約費用 l'RtP'になるためには，（i）利！ij者の

社会的費用が市場価格と等しい，（ii)需要曲線が非

弾）j的であなの条件が成立しなければならない。

最後に，原理IIの適用上の一つの注意を述べて

おこう。実際J・.(j）プロジェクトでは輸入代替と国

内消費の増加，あるいは国内消費の増加と 1国内代

替といったように産出量すべてが同一の目的に利

用されない場合も多い。このときには，利用目的

にしたがって，産出量を分けて，それぞれの目的

別に）片＼理IIを適川する必要がある。

〔UNIDOの原理III〕プロジェクトの費用の測定

にあたり， ‘‘with"と‘‘without"の比較に上→て，

使用する財・サービスの国内総供給量が増加した

か否かを判断し，費用を以下のように評価する。

条件（1) 総供給量が一定のとき，当該プロンェ

クトによって使用された財の費用は，泊費者の失

つに “willingnessto pay"である。

条件(2) 当該プロジェクトの使用する量だけ財

か追加的に倶給されたときは， 3種類のケースが

考えられる。 (i)輸入量が増加したときは使用し

た外貨，（ii)輸出量が減少したとぎは失われた外

貨，（iii)国内(j)生産が増加したときは国内の生産

ー一国内生産の増加：生産費用

費用，とそれぞれV'）費用とすな，

原理rnは，内容的にはほとんど原理IIと同ーで
あるから，ここでは況明を最小限にとどめたい。

原理rnの内容も，第3図のように整理できる。総
供給量が—定の(1)のケースでや 原理II(｛更益評価）

と同じよう；こ，市場価格が術投者の “willingness

to pay’'として使用できるためには，原理III})①，

②，③し')3条件の成立が必要である。主に、 (2)11)

ケースで，財の供給量を輸出入の増減によって調

逹するときには，そI})費用い使用したかあるいい

失った外貨となる。この外貨は，指摘ナるまでも

なく，原理 Iにもとづいて，原理TIのときと同じ

tうに， l「濃者の “willingnessto pay"で測定さ

れた外貨の価値である。

さて， ’K際のフ゜ロジェク 1‘19f価では， しばしば

国内の市場価格をもとにして費用と便益を推定す

る。その際問題となるのが，市場価格に含まれて

いる租税り取り扱い力である。し］NIDOで出税

金の取り扱いについて， LMのように明示的に論

じている1)けではなし‘が， UNIDOの原狸 I,II, 

IIIから以下のような結論を導ひくことかできる。

（系〕 （1)j吏益あるし、は費Jil0)謹価に、財・サーヒ

スの消費者の “willingnessto pay’'を直接用いる

場合（すなわち，原理IIとmのI11(/）ケース）には，税金

を含めた市場価格を，便益あるいは費用とする。

(2) その他の場合には（すなわち，原理IIとmの

(2)のケース），税金， 関税を巾場価格から除いた価
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Ⅴ　LMの分析枠組

格を使益あるいは四用とする。

この［系］を少し説明しよう。旧内の消費のjfl

加あるいは減少をもたらす(1)のケースでは，厭岬

＂と IIIから，t肖費者が得たかあるいは失った“will-

ingness to pay"が便益あるいは費川となる。この

"willingness to pay’'は，供給曲線から尊びかれ

るのではなく，濡要曲線から尊びかれる。

って前述のJJ;(則II, IIIの①～③の条件（中間財が

叩JI物のとさには（かが）JIIわって 4条件）が成立してし‘

るときには＊ ！孟要曲線の商さを示す課税後の租悦

を含めた総価格が，“willingnessto pay"に対応し

ており， それを使益あるいは費用としてlllいる。

次に，（2）の輸出入の増減をもたらすケースで

は（すなわち，躯理IIとIIIの(2)の(i)と(ii)(/）＇rース），

外貨がそれそれの便益あるいは費用になる（，多少

,f;L恐ないし、力をす｝しば，

したが

それらは FOBや (̀,1Fに

なる(il4)。1Kl内のrn場価格から， FOB, CIFを推
定するには，祖税を除かなくてはならない。IIlfぃ

ジJークト U)代替が行なわれるときには（すなわち，

原理1Iの(2)の(iii)のケース），社会的な費用節約分か

便益となる。そ U)社会的な1花用節約には転移項H

0)悦は合出れてはし、なし‘。また囚内生！光の増加に

よってi共糸合｝卜しを得：るとき (1なわち，｝紅lImu)12W)

(iii)のケー人）の投用と使益に関して 1,，同様な議

誦が成立する。すなわち， そい場合(!)悦Itlは生所

(/）仕会的機公‘lじlllてあるから，一fll悦は市場価格か

ら除かなくてはならなし ‘o

(ill) 

C i_1 3) 

"i 1，し、 r，ん，；盆Il，り111I -J" /"ク 1，?l,hllI iこ．｝； 

； ｝ る1 心J I ! I ・. ; ) .. .. .. I I, ・参） 1(｛ べ．i l I • し、0 

(ii: 2) "shadow exchange rate"(:.・,し、て叫），；［月III t 

Dasgupta; Marglin; Sen, ti叶じ因， 氾16小かち）l｛％

，ボ価り）やり）jI l (i) J J恰出ノ'l9,’f r/'0) 

場合 i:阿 I(ある。

（け4) 」、り止f(Iiこし、え1i，樟人l1iい囚り巾場/1lliM

=Cll'‘十税含十国内の絵送伐てある］） （，冷人代替(/)

使伽あるいけ轄入財 0)tt)ll li CIF I• 国内輸込 'lしてあ

る。 19i]様の議論は輸出財に関しても成 1'「する。叶 1,< 
i t占JII「プロジこクト，ff価に j；けるIt, ｝Il l.:. i、'）．.．.．..l 在

参照。

＞
 
LMり分析枠組

リトルとマーリースは， LMに先にって196S年

に OECDマニュアルを発表している。OECDマニ

1 アルと LMの恥本的な概念は同一であるが，LM

ではいくつかの，点が改良されている。本稿では，

LMを中心に論じるが， その前にLMで改良され

たいくつかの問題点を指摘したい。

第 1に指摘でぎる，1長は， OECI)マニ -Lアルでは

工業プロジェクトの評価か中心であったが，

では工業グロジェクトのほかに農業交通公益

なとの公共フ゜ l1ジェクトに関する分析もされてい

プ心。

LNI 

この，点を分析枠組からいえば， OECI)マニュ

アルでは，貿易財の費用と便益，それに非貿易財の

費用の分析はなされているが，非貿易財の使益に

関する分析はなされなかった。 LMでは，（）ECD

マニュアルで論じなかったこの非貿易財の便益に

閃する"f価を新たに加えている。

第2り，点は， OECI)マニュアルとく几へこ．

LMはプ＇ロジェク！` I,平価者が持つ制）を上の制約を

明示的に意識して論じている。 この点は、後で節

単にふれたい。純粋な交易条件からは貿易可能で

あるか，当該国の貿易政策上，現実には貿易され

な＼は1・しり取り扱し、）ji！ふ，両者に微妙な差にな＇）て

あらわれてし、ふ

面：｝ V＇)，1はは， LMではフ゜！！ジェクトか所得分配

こりえる影認を明示的に分析しているc

以上， OECDマニュアルとLMの相違点を館i片i

に論じたが，以下では， LMの分析枠組を論L,UN

II)（）との関連性お上び相違点を明らかにしたし、Q
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1. 原理

はじめに， LMの二 L メレールとその枠組の基

本的な考え）jを原理 Iに要約する。

〔LMの原理 I] 使途を拘束されない政府保有

外貨に変換することのできる内貨をニュメレール

に選び，すべての財・サービスをこのニュメレー

ルで井価する(Itl)。

この原理を補足的に；；兌明し上う。窮 lに，通貨....... 
車位に関しては，外貨に変換可能な通貨でありさ

えすれば，外貨の円あるいは内貨のルピー((J:2)等，

どこの国の通貨を単位として測定しても同じであ

ること，に注意しなければならない。多少厳密さ

を欠くいい方をすれば， 1、M は二，ーメレールに外

貨を用いるともいえる。

第 2に，すべての財・サーじスを外貨で評価す

る意図は， UNIDOの，l-うに便益をすべて消費で

評価するのではなく，財・サービスの生産活動の

影郷を，すべて交易を通じて評価しようとする点

にある。交易を通じて財・サービスを評価するこ

とは，輸出入によって国が得るであろう機会費用

を，使益と費用に用いることを意：味する。すなわ

ち，プロジ t クトによ＇，て使用した外貨，失った

外貨，節約した外貨あるいは獲得した外貨が国の

機会費用になるので，用いるべき価格は，同内の

市場価格ではなく，国境価格(borderprice)あるい

は国際価格 (worldprice)である。

第3は，所得分配に関連した点で， UNID()で

はこ 1 メレールの選択にだれが保有する価値かを

明確にしなかったが， IMではこの点を明示して

いも政府が保有する姐貨を— L メレールに選択

することで，政府保有の 1ルピーの価値と，ある

所得階層の人が保有する 1ルピーの価値の比較が

容易になった。この点， UNIOOよりも LMの方

プロジェク 1ヽ 泣価い分析枠組の検討

か，系統的に所得分配の分析がしやすいといわれ

る理由である。しかしながら， lJNII)(）0 ニュメ

レール選択に，だれの消費を価値尺度にするかを

明示すれば，UNIDOもこの点LMと同一になる。

最後に，このニュメレールが持つ操作可能性を

指摘しtう。政府保有の通貨を価偵尺度に選ぶこ

どで，政府は公共投資の計画，予算案策定等を，政

府自身の操作可能なタームで立案できる。先進国

からの援助や債務による外貨についても，同じこ

とがいえる。すなわち，このニュメレールは援助や

債務による外貨，あるいは債務返済のための外貨

と同じ価値尺度である。それゆえ，IRR,NPVなど

プロジェクトの投資有効性の基準は，債務返済の

利子年どの比較が直接できる。また， UNTDOの

ニュメレールは消費を価値尺度としているのに対

して， IMは投資を価値尺度にしている，としば

しば指摘されている。もしも，政府保有の使途を

拘束されない外貨が，すべて投資に向けられるな

らば，投資をニュメレールとしているとみなすこ

とができる。しかしながら，この前提は，必ずし

も全ての場合に成立しているわけではない，，した

が，、て， LMが投資をニュメレールとしてし‘ると

いう表現は、近似的な意味てあることに注寇すべ

きである，9

LMのこの原理をプロジェクト評価に直接適用

することは難しいので，実際には次の原理IIを適

用する。

ILMの原理nJ すべての財・サービスを貿易

財と非貿易財とに分類する。貿易財の費用と便益

は国境価格で評価し，非貿易財の費用は，非貿易

財の生産費用をプレーク・ダウンしてその国境価

格相当額 (internaitonalequivalent value)を求める。

〔LMの貿易財の定義〕（注3) 貿易財とは，（i）現
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第4図 LMによる財の評価方 (1;

ー一輸人財： （`IF 
プロジェクトの投人——·、一

貿易財—―
輸出（可能）財： FOB

財一 1 輸出財： FOB
ープロジェクトの産出―-＇

―-—非貿印財：国境価格相当額

実に供給景の一部が輸出されている財，あるいは

諒要贔の一部が輸入されている財，（ii)現在は輸出

入されていないが，政府の政策変更によって将来

輸出入される財である。非貿易財は，貿易財以外

の財である。

この原理は，財が貿易財であろうか，非貿易財

であろうが，屈本的にすべての財・サービスを国

境価格tいいしその相当額で評価せよ， と主張して

いる。貿易財は直接国境価格で評価できるが，非

貿易財の費用評価にもこの原理を適用しようとい

うのがLMの特徴である。すなわち，非貿易財の

生産費用を貿易財の項目と非貿易財の項日とに，

ブレーク・ダウンし，貿易財は国境価格で評価す

る。さらに，費用項目の非貿易財の生光費用を貿

易財と非貿易財とにブレーク・ダウンする。この

作業を何回かくりかえすことによって，非貿易財

の国境価格相当額が麻出される。こ 0)ctうにして

計算されたシャドウ・プライスは， it算価格 (ac-

counting price)とも呼ばれる。すぺての非貿易財

について汁算価格がわか 9)ていれば，貿易財lnl様，

容易に非貿易川の評価ができる。

厭理IIの内容を，適用しやすいかたちに整理し

たのが，第4図である。指摘する主でもなく，図

示した国臆価格の CIFとFOBには，愉送費用が

考慮されていない。前節に述べた芳えを適用し

て，費用と便益を調幣する必要がある。また， こ

こでは非貿易財の便益の評価に関するものは示さ
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なか，＇たので，後で論したい 99

2. 貿易財の定義の違い

LMとUNIDOの原理で，概念I・.あるいは応用

|,＾しげしば論議される論点の一つに，貿易財と非

貿易財の定義がある。より厳密にいえば， OECD

マニュアルと LMにも貿易財の定義に微妙な相違

；点が認められるが，本稿では両者を同一とみなし

て議論したし、（れ 4)0

IA1の定義にLれは，貿易財とは，（1}現実に，財

い一部が輸出人されて＼、る財か，（2）現在は輸出

入されていなくとも，もし，政府が経済効率氾求

という意味で合理的な交易政策にしたがえば，将

来輸出入されるであろう財である。もしも政府か

自由貿易主義にしたが→ていれば，貿易財と非貿

易財の違いは、純粋に経済的な（国境価格の）費川

と便益によって決定される。 LMは，必ずしも政

府の交易政策がすべて，経済効率追求という意味

で合理的と仮定しているわけではない。経済効率

という｝はから，当然輸入（出）すべき財ではある

か、国内の生産粟者の圧力等に上って．その財は

将来も輸人 (Ili) される可能性がま,,たくない場

合には，非貿易財とみなす。し、うまでもなく，貿易

財と判断された国瑳価格と，非貿易財と判断され

た国境価格相当額とに大きな差がなければ，政府

の政策の合理付は，ほとんど問題にはならない。

他灯， UNID(）では貿易財，非貿易財の用語を

OECDマニュアルやLMのようなやり方では定義

せずに， “with"と“without”の比較において、輸



出人の量の変化に注目している。 UNIDOの内容

を貿易財という｝廿語を用いて定義しなおしてみれ

ば，次のようになる。

〔UNIDOの貿易財の定義］ 貿易財とは，“with"

と“without"の比較によって，現実の輸出量ある

いは，輸入量に虹接的に影響を与える財である。

それ以外の財を非貿易財と定義する。

UNIDOの定義では，輸出入可能な財や現実に

輸出入されている財であっても，当該フ゜ロジェク

トによって実際に輸出人(/)駄に変化がなけれは，

国の外貨獲得，外貨節約あるいは外貨支出に影響

を与えないから，それは貿易財とはなり得ない。

そういう意味で、 LM(I) 貿易財の (i)(/）定義 ('•L'際

に財の一部が輸出入されている財）よりも UNIDOの

定義の方が，上り限定されている。 llNIDO(/)定

義と LMの(i)の定義に違いが起こりうる一つのケ

ースは、プロジ 1 クトの生産の一部が輸出され，

一部が国内で泊費される場合である。 LMでは，

現実に財の一部が貿易されているので，産出量は

すべて貿易財とみなされるが， UNil)Oでは，輸

出される部分を貿易財，国内で消費される部分を

非貿易財とみなす。 LMの原理からいえば，国内........ 
でこの上うに泊骰される財は，本来輸出されるべ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
き財であるにもかかわらず国内で消費された財で． ............ 
あり，それは最適な政策ではない。なぜなら，輸出

価格の方が国内の “willingnessto pay"よりも高

いからである。ごのようなケースを，例外とみなせ

ば，LMの(i)の定義と UNIDOの定義は一致すか

また， LMの(ii)の貿易財に対応する定義は，

UNIDOの精神から考えれば，政府の政策変更に

よって将来輸出入が可能になり，かつ “with"と

"without"の比較で，現実に輸出入の量に変化を

与える財となる。

プロツェクト評価の分析枠組の検討

以上，明らかになった貿易財と非貿易財の定義

の両者の関係を整理してみよう。

(1) 現実に一部交易されている財，あるいは政

策の変更にtって将来輸出入される財 (LMの貿易

財）コフ゜ロジェクトによって現実に輸出入される

財 (UNII)（）の貿易則），という包含関係がある。

(2) 上記の(1)をいいがえると，もしも現実の政

府の政策がすべて合理的であるならば， LMと

UNIOOの貿易財の定義は一致する。

LMは，現実の政策すべてが合理性にもとづい

て行なわれると前提しているわけではないが，非

合理的な政策は変更可能であるという背屎茄そこ

にある。LMは，政策の合理性あるいは変更可能性

を強く分析の背最にしているのに対し， UNIOO

では，貿易にある種の障壁が存在しうることを暗

黙のうちに仮定しているがゆえに現実の政策の合

理性，政策変更の可能性にかかわりなく，当該フ゜

ロジェクトによって交易量がどう変化したかを判

断の基準にして分析している。もしも，適用する

ケースによって， LMとUNIDOの分析結果に大

きな差が1|｝てくるのであれば，それは，ニュメレ

ールの違いによるのではなく，二つの分析枠組が

持っている以上のような分析背長の差によること

を，最後に強調したい。

3. 貿易財と非貿易財の需要・供給関数

ここで，費用・便益の原理にたちもどって， LM

の原理IIを整理しなおそう。そうすれば， LMの

分析枠組も、実は需要曲線と供給曲線を用いた社

会的な便益を分析する伝統的な方法論であること

が明らかになる。

いま，ある財を非貿易財と仮定し，この財の生

産にかかる社会的な費用をブレーク・ダウンし

て，すべて国境価格相当額で評価しよう。国境価

格で評価されたこの財の国内供給曲線を，いま

3う



第5図 LMによる財の供給閑係
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交易に閃して小国の仮定をすれ

当該財の輸出価格 FOB,諭入価格 CIFが第

5図のように伐ける(il5,）。 LMが前提しているよ

この国が自由貿易政策をとれば，国内の供

給曲線は S'S'から， S'!lBSとなる。すなわち，

国内の需要慧が 1}’ 以卜あれば， 川内生産費上り

CIFの方が安い(!)で，輸入される。国内の需要い

が A'以下であれば，輸出される。国内の需要琵

かA'n'(!）範囲にあれば，それは非貿易財となる。

この第5図から，以Fのような貿易財と非貿易財

の関係を得る。
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財(/),｛|惰筒価格<FORート輸出財

財の計算価格＞CIF

として計算される。

〗翰入財

FOBく財の計算価格<CIF ，非貿9¥J]財

(i)（国内需要禁が A'以下のとき）翡會1|＼財を生所す

るフ゜ロジ・,クトでは，純便益は FOB-（財の計符

この純便益は，
〇

-I l1 ` ‘‘‘ J 

ェクトによって得られる純外貨獲得額であるし，..... 
それは同時に，国境価格で評価された生痒者余剌..... 
である。通常の費用・便益分析のように，純便益

財がすべて輸出されるためであり，泊費者かすべ

て外国人だからである。

(i i)現在輸人されている且｛を生産する輸人代替

ブ＾ロジェクトでは，新しし ‘-I゚ ロジ上クトによって

S'S'曲線は，限昇的にもにJI｝ソフトして S"S"1J11

線；こなる。

カ`；，

このプロンニクトにt ）て節約される

相外貨は，（JR)xCIFてある。

（財 (IM-f•第価格）と筒出される。

約された純外貨であり，（i）の輸出財と同様、 IEll窃
．．．．． 

価格で測定された牛廂者余剰である。消費＇者余剰

この純便益のなかに19+1：されない理由は，

内全体の供給贔がこ (l)プロジ 1ークトによー）て増加

しなし、からである。 1月(1)視点から衿えれi[̀, 

／゚ ロジ J クトは費用節約かt]的であり，供給方法

のみが弯化したにllかならなし、い

(iii)（国内需要贔がA'B'の範囲にあるとぎ）非貿易

財のケースを若え上う 3非貿易財に関しては、いま

tでを(,’-）費用の分析）j法のみを諭じてぎた。

で， その便益U)評価方法も論じよう。

に，非貿易財を産Illするプ゜ロジェクトを、 [:l)費川節

約(j)ためりゲロジ J クトと，（b）非貿易財(j)供給『

増加のためのプロジェクト 9 (j） 2種類に分けよう。

(a)のケースは， 1直接的には供給鼠の増加をもた

らさずに， 古し、生産活動を代替するため (/)・7"ぃジ

Jークトである。

純便益は， CIF-

こ0)純便益は，

主ずはじめ

したがって、こ (l)場合0)粗便益は、

古い非貿易財のJt算価格であい純便益は，

しい生産費用）である。

: t, （i)と(ii)の場合と詞様，純便益には，

節

| l | 

当該

（古

い非貿易財のil・窮価格）ー（因塙価格で測・＇た新

こ(/)純便益は，国境価格

で測定された純節約費nlでもある。 (,i,）のケースて
生産者

のなかに消費者余剰が計上されない理由は，
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余剰のみ］l̂卜され，消費者余剰は叶上されない。

(h)のケースでは，粗便益に，国境価格で測定し

た消費者の “willingnessto pay"を用いる。具体

的には，国内価格で測定した霊要関数にもとづい
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て“willin只nessto pay’'を測定し，それに一般恋

換係数 (generalconversion factor)を掛けて，国境

価格で測定した消費者(/)“willingnessto pay”に

弯換するけ16）。したがって，純便益は、（国境価格

で測定した泊杓行cl)"willingness to pay") --（国

間 16格で測定した・’I団い罰1）となる。この便益(})

分析では，（i),l::(i i)O)貿易財I})ケースと逹い，蒲責

-11余剥が吐l：されている。それは，貿易財の生産

ではlJJ内の泊＇代を直接増） JIIさせないのに対して，

非貿易財(/)(I加） 'r.-スでは国内泊費悶の増加をも

たらすからである。

ずでに指摘した上うに， OECDマニ 1 アルで分

析されてこな I)いた非貿易財U)便益に間する評価

り法が， LMで，誦じられてし、る。 LMは，工業プ il

シ` t クト以外(/)交通，公益インフラ関係の公共

-,・ ¥1ジェクトにもげ及するために，非貿易財の使

益にl'tlしても高じているのである。以 1：で明らか

なように， IMに上る非貿易財の便益の評価力法

は，IINID(）のそれと1』と考えて誤りではない。

これtでの議論でllJJらかなように， LMの原則

は，［M 自身が明ホ的に，曲じなか＇）たために，消費

行余剥と生廂者余剥の和で純便益を測走しようと

する費用・便益分析とは巽な 9)ているか (/).K う

に思われがちであるが，実は，そうでないことが

理解され上う。この点， UNIDOがまさにそうで

ある上うに， LMもすぐれて典咽的な費用・便益

分析にもと/.；いた分析）j法論である。

(i l l) 9「fI. < it Little; Mirrlees, l'roject Aj>-

J>raisal・・--・・, 145-151・ ー／参照。

(i 1 2) I,1 / ，．．9l l,1中佃i[ I t, 1}、]1'i: c9) （＼ ｝＜ II’•J /i ][i 

1'［平位と 1―「. 1, t i [ （t !l・ピーか{J:｝） j Iる。

(ii: 3),;]'I〈:t.Little; Mirrlees, Project AJ>・ 

praisal• • • --・, 68 ~ 7(）’: --／, 154 ~ 161 9 -—シを参！じ，｛ n 

(, 1 4) ，'i t ;， アー 0)，’、'，-、I―-')1..、「IIー[1]-J | l 「プロジ，・’’

Iヽ.,・Iり1[il ~，l ; i } 9! J,i.： I I I I ・ -/） -．．．＿. j ！し参11，(i,-¥ j l t．：し ‘o

(ii 5) 小I14り Iiij樹か成立し位くても，），［本的な，ぷ、

プロジェ JJト評価の分析枠組の検討

論は同一^ てある。 -—の前提が成立しないケースにつし、

ては，両上論文を参照。また， CIF>FOBが通常成立

するこど：i, 指摘するまてもな I・‘o

（汀．6 ) Little; Mirrlees, Project ,4ppraisal--・・・・，

181-191ペ・ージか参照c

むすび

フ゜ロジェクト評価の分析枠組が現在かかえてい

るいくつかの問題のうち， 3点をここで取り上げ，

解決のための若干の展噴を述べ，本論文のむすび

にかえたい。

すでに指摘してきたように， 7゜ロジゴクト評価

におけるシャド内・プライスは， ミクロな投資決

定とマクロの経済計画とに整合性をもたせるた

めの一つの分析ツールである。プロジェクト評価

の分析枠組の良し悪しは，それが提唱するシャド

ウ・デライスと，マクロの経済計画や経済状況と

がいかに整合性をもっているか，によって決主る

といってもよいだろう。ここで取り上げる三つの

点も，シ＇＼・ドウ・ブ゜ライスに関した論点である。

第 1に， UNIIX)あるいはLMのシャドウ・プ゜

ライスに対する批判の一つに，動学的な分析視点

の欠如がしばしば指摘される。通常の投資プロジ

E クトは20年から30年の時間単位で経済活動を行

なうにもかかわらず、そのタイム・スペンに応じ

た系統だ’'たシャドウ・デライスの推定方法を提

ボしてし、ない。すなわち、既存のシャドカ・プ゜ラ

イス体系は、すべて静学的な分析枠紐にもとづい

て推定されている 0• この批判に対して、いくつか

の分析力法が考えられる。

その一つは，分析枠組に動学的な経済計画とそ

の国の経済状況を取り人れることである。しかし

ながら，この枠組からは，貿易財の国境価格の推定

は不可能である。貿易財の国境価格は，当該国の
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制御可能な変数によって決定されるのではなく，

世界的な需給関係によって決まる。したがって，

長期的に国境価格の予測を行ない，それにもとづ

いて当該途上国の動学的枠組を用いて非貿易財の

シャドウ・フ゜ライスの推定を行なう必要がある。

シャドウ・プライスを実際上適用する際に最も大

きな問題となるのは，非貿易財ではなく，貿易財

の国境価格の予測である。すなわち，世界的な需

給を長期にわたっていかに予測し，推定するかが

大きな問題となる。

他の考え方の一つに，割引率の関係上， 6, 7 

年以後のシャドウ・フ゜ライスの変化は，投資決定

に影響を与えるほど大きなものではない，という

考えがある。シャドゥ・プライスの変化よりも，

長期的な生産活動に大きく影響しそうな，学習効

果や生産効率向上といった生産関数のシフト要因

を分析する方がより大切であると考えるのであ

る。いずれにしても，どちらの考え方が，どのよ

うなフ゜ロジェクトのときに決定的な要因になる

か，という問題は今後の研究に待つほかない。し

かし，この柿の問題は，実証研究であると同時に，

プロジェクト評価の事後的な分析によっても解明

することが可能と思われる。

第2に，既存の分析枠組は，財のシャドウ・プ

ライスの系統だった分析方法を提示していなかっ

た（注1)。この点に関して，以前ティンバーゲンに

よって途上l:hlの経済計画の分析のために提唱され

た“Semi-Input-Output’'分析をプロジェクト評価

のシャドウ・フ゜ライス推定のために応用する試み

が最近始まった（注2)。 この分析方法は， I-0表

を貿易財と非貿易財とに分類しなおした特殊な投

入産出分析で，計節価格を系統的に算出する一つ

の有力な手段として注目をあびている。 “Semi-

Input-Output’'分析は，プロジェクト評価のシャ

38 

ドウ・プライスの推定だけでなく，セクター間(1)

分析方法としてもティンバーゲンが提唱したよう

に有力な分析方法である。いくつか解決しなくて

はならない問題も残されているが，今後．この分

折方法が積極的に利用されると思われる。

第 3 に． UNIDO にしても LMl•こしても，前提

を明確にした解析的なモデル分析にもとづいた議

論をしているわけではない。そのために混乱が

生じている部分もいくつかある。ある一定の結論

を明確に主張するためには，どうしても解析的な

モデル構築が必要である。この点，セカンド・ベ

ストの理論を中心としたフ゜ロジェクト評価に関す

る論文が最近発表されつつあり，徐々にではある

が精緻化が行なわれつつある（注3)。このような研

究を通じて、どのような状況のときに，いかなる

シャドゥ・プライスが論理的に得られるか，が明

らかになるであろう。

(It 1) 詳しくはTinbergen,J．著， N.D.Smith訳，

Develojmzent Planning, :-.ューー，ーク， McGraw-

Bill, 19671((World University Library)。
（注 2) Kuyvenhoven, A., Planning with the 

Soni-Inl91it-Outl'“.t Mt'thod, -Iイデ乙 MarthlllS 

Nijhoff Social Science Division, 1978年。

（注3) たとえ1J Blitzer; Dasgupta; Stiglitz, 

前」掲i!t; Boadway, R., 、、Benefit-Cost Shadow 

Pricing in Open Economics: An Alternative Ap-

proach", Journal of Political Ernnomy, :'j'.!;83巻弟

2号 (1975年 4月）； Dasgupta;Stiglitz, 前掲書；

Bruce, N. ; R. I Iarris, "Cost-Benefit Criteria and 

the Compensation Principle in Evaluating Small 

Projects," Journal of Political Economy, 第90巻

第 4号 (1982年8月）；田近「開発フロジェクト……」

本誌； Warr,"Shadow Pricing Rules …•••”を参照。

［付記］ 本稿をまとめるにあた，て大変に有意義な

議論を交したオックスフォード大学のA・K・セン教

授ならびにアジア経済研究所の田近栄治氏には深く感

謝したい。

（横担市立大学助教授）
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